
第3節　仙台沿岸エリア/ 仙台市　塩竈市　名取市　多賀城市　岩沼市
亘理町　山元町　松島町　七ヶ浜町　利府町  

昭和三陸地震では、死者・行方不明者3,064

人と大きな被害が出ました。

　地震に伴う地殻変動により、仙台平野の

沿岸部及び平野部では広範囲に渡り地盤沈

下が発生しました。仙台平野では、海抜0m

以下の地域が震災前の5倍余りに広がり、

高潮などによる災害の危険性が高まってい

ます。 震災前には、岩沼市や名取市などで3

　仙台沿岸エリアは松島湾から仙台湾南部

海岸(仙台市の七北田川河口から河口山元

町まで約60㎞)にわたる、5市5町で構成さ

れます。名取市には「名取川」、岩沼市と亘理

町の境には「阿武隈川」が流れ、これらの河

川の流域には堆積した土砂による平野が発

達し、東北地方最大の平野である仙台平野

を形成しています。

　海岸の背後には平たんな土地が広がり、

仙台市を中心に商業や工業などの産業が集

積しています。

　869年(貞観11年)5月26日には東北地

方太平洋沿岸で巨大な地震が発生し、津波

で1千人以上の死者が出たという記録され

ています。また、1611年(慶長16年)にも大

地震による津波で約5千人が溺死したと伝

えられています。このとき、岩沼付近では当

時の海岸線より4㎞内陸まで浸水しまし

た。さらに、1896年の明治三陸地震津波で

は、死者・行方不明者約22千人、1933年の

㎢しかなかった海抜0m以下の地域が、震災

後には16㎢と5倍余りに広がりました。中

でも岩沼市や亘理町では、これまでほとん

どなかった海抜0m以下の地域が、沿岸部の

広い範囲で確認されました。 大潮の満潮時

の海面と同じ高さになった地域も増え、名

取や岩沼では海岸からおよそ5㎞の地点ま

で広がっているところもありました。

■仙台沿岸エリアの人口・世帯数の推移

出典：「日本人住民基本台帳人口及び世帯数（平成26年3月末現在）」

被災の状況

●人的被害(平成26年3月31日現在)

県全体の約32％ 県全体の約8％3,380人
死者

97人
行方不明者

●住宅被害(平成26年3月31日現在)

県全体の約50％ 県全体の約50％41,529戸
全壊

124,832戸
半壊

●避難状況（県全体ピーク時）

県全体の約39％ 県全体の約45％515箇所
避難所

145,865人
避難者

●応急仮設住宅入居者(平成26年3月31日現在)

県全体の約23％ 県全体の約57％9,804人
プレハブ住宅

23,405人
民間賃貸借上住宅

県全体の約27％

●応急仮設住宅（プレハブ住宅）整備戸数(平成26年3月31日現在)

5,973戸

(平成23年3月15日 午前11時) (平成23年3月14日)

写真：工場団地を襲う津波（多賀城市）

写真：自衛隊による捜索活動（七ヶ浜町）

写真：避難所（仙台市）
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浸水地図
津波の観測値（浸水高）

平成23年東北地方太平洋沖地震津波の概要（一般財団法人日本気象協会）

凡例
浸水域

国土地理院

松島町松島湾
塩釜港
七ヶ浜町吉田花渕港
仙台新港
若林区荒浜
名取市閖上
岩沼市二の倉
亘理町荒浜

3.1
4.9
6.8
7.2
9.4
9.1
8.8
7.7

瑞巌寺門
タウンショッピングセンター側壁
花渕浜漁協
仙台港駅東の樹木
海岸付近公衆トイレ脇
漁港付近建造物2階窓枠
市営二の倉プール2階建
鳥の海公園

（m）地域名 調査場所

■被災の状況

　菖蒲田浜長砂付近。高台にある家は原型を
留めているのに対し、海に面した低地にある
一帯は、ほとんどの建物が流出しました。

七ヶ浜町菖蒲田浜地区

　渋滞で列をなす車が波にのまれた国道45
号。黒煙を上げる仙台港の石油コンビナートの
火災は、震災4日目にようやく鎮火しました。

多賀城市町前付近

　津波で被災した中野地区。仙台港にある石
油コンビナートから黒煙がもくもくと立ち上
り、周囲には油のにおいが充満しました。

仙台市宮城野区中野地区

　数多くの犠牲者を出した荒浜地区。津波に
より孤立した荒浜小学校では、生徒や教師、地
域住民たちが屋上で助けを待ちました。

仙台市若林区荒浜地区

　海から約1㎞の仙台空港には大量の海水が
流れ込み、滑走路が冠水。ターミナルビルの中
に1千人以上が取り残されました。

名取市 仙台空港付近

　坂元地区では津波が家々をなぎ倒しながら、
国道6号線を500mも突破して山側へ到達。JR
坂元駅も駅舎が跡形もなく流されました。

山元町坂元地区

A B C

D E F

仙台市
  青葉区
  宮城野区
  若林区
  太白区
  泉区
塩竈市
名取市
多賀城市
岩沼市
亘理町
山元町
松島町
七ヶ浜町
利府町

1,045,986
291,436
190,473
132,306
220,588
211,183
56,490
73,134
63,060
44,187
34,845
16,704
15,085
20,416
33,994

人口総数
（人）

465,260
144,125
85,925
58,914
91,526
84,770
20,396
25,124
24,079
15,519
10,903
5,235
5,137
6,415
10,818

世帯数
（世帯）

地域名

784
302
58
48
228
147
18
100
20
61
73
64
54
13
45

総面積
（北方地域
及び竹島を
除く）
（㎢）

339
95
54
46
71
72
15
71
19
47
61
43
26
11
20

可住地
面積
（㎢）

20
29
3

6
27
6
29
35
24
2
5
0.5

浸水範囲
面積
（㎢）※1

29,962

17,375
9,386
3,201

18,718
12,155
17,144
8,051
14,080
8,990
4,053
9,149
542

推定
浸水域に
かかる
人 口
（人）※2

10,385

6,551
2,698
1,136

6,973
3,974
6,648
2,337
4,196
2,913
1,477
2,751
192

推定
浸水域に
かかる
世帯数

（世帯）※2

被災市町の基本データ及び被災関係データ出典：「社会・人口統計体系（総務省）」

※1 国土地理院：H23年4月18日公表　※2 総務省統計局：H23年4月25日公表
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復興への取組1　 環境・生活・衛生・廃棄物

◎復興関連データ（平成26年3月31日現在）

●災害公営住宅の整備状況

進捗率

50%

100%

●災害廃棄物の処理状況

進捗率

50%

100%

●防災集団移転促進事業

進捗率

50%

100%

計画戸数 

完成戸数
着手戸数 

10市町

6市町
10市町

89地区

11地区
72地区

6,347戸

690戸
4,950戸

処理・処分量                 
災害廃棄物推計量　       4,644（千t）

4,644（千t）

造成工事着手地区数
住宅建築可能地区数

32地区
9地区

7市町

計画地区数 33地区7市町

2市町

着手約78%
（完成約11％）

工事着手約97%
（建築可能約27％）

100%

　このエリアでは、合わせて5,973戸の

応急仮設住宅(プレハブ住宅)が整備され、

そのうち、七ヶ浜町では、高台に建設した

応急仮設住宅への入居が平成23年4月

26日から県内で初めて開始されました。

併せて、ひとり暮らしの高齢者等に対し

て、緊急時に役立つ生活支援機器を貸与

するなど、入居者に毎日を安心して生活

して頂くための取組なども進められまし

た。

　災害公営住宅については合わせて

6,347戸を整備する計画となっており、

平成25年度末までに全体の約78%の

4,950戸に事業着手し、全体の約47％の

2,978戸の工事が始まりました。そのう

ち690戸が完成しました。

　このエリアの交通インフラについては、

JR常磐線において、震災により鉄道施設

が甚大な被害を受けたため、運休区間が

発生しました。平成23年4月12日に亘理

～岩沼間、平成25年3月16日に浜吉田～

亘理間が復旧しましたが、浜吉田～駒ケ

嶺間についてはいまだに運休となってお

り、内陸側に移設し運転再開を目指すこ

ととなりました。浜吉田駅～駒ケ嶺間を

内陸側に移設し運転再開を目指すことと

なりました。

　山元町では、新しく整備される駅を核

とした市街地整備を進めることとし、新

しい駅の予定地周辺に災害公営住宅の整

備を進めました。

　仙台駅と仙台空港を繋ぐ仙台空港アク

セス線を運行している「仙台空港鉄道」も

大きな被害を受けましたが、平成23年10

月1日に全線が復旧しました。

　災害廃棄物の処理については、宮城東

部ブロック(多賀城市・塩竈市・七ヶ浜町)

で、93万tの災害廃棄物が発生しました。

他地域と比べ、港湾地域の工場から流出

した肥料や塩、各漁港の機能強化プラス

チック（FRP）船、漁網など処理困難物の

割合が多くなっていましたが、平成26年

3月までに全ての処理を完了しました。　

また、名取処理区(名取市)では137万t、岩

沼処理区(岩沼市)では159万t、亘理処理

区では約231万t、山元処理区(山元町)で

は145万tの災害廃棄物が発生しました

が、いずれも平成26年3月までに全ての

処理を完了しました。

　震災からの復興に向けて、新たなまち

づくり計画の柱に再生可能エネルギーの

導入を掲げる市町や、津波により被災し

た農地を大規模太陽光発電の用地として

活用するなど、環境に配慮した新しいエ

ネルギーの導入を進める取組が活発化し

ました。

　岩沼市では、再生可能エネルギーの導

入など復興計画の取組を中心とする提案

が、国の新成長戦略の一つである「環境未

来都市」の認定を受けました。

写真：亘理名取ブロック　災害廃棄物焼却施設（亘理町）写真：完成した災害公営住宅（山元町） 写真：公共施設に導入された太陽光発電システム（仙台市）
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復興への取組2　 保健・医療・福祉

◎復興関連データ（平成26年3月31日現在）

●高齢者福祉施設(入所施設) ●保育所（へき地保育所含む） ●障害者福祉施設

復旧率

50%

100%

復旧率

50%

100%

復旧率

50%

100%

被災施設数 93施設
再開施設数 92施設

被災施設数
復旧済み施設数

73施設
70施設

被災施設数 77施設
再開施設数 77施設

約99% 約96% 100%

　このエリアには、仮設住宅サポートセン

ターが仙台市に9箇所、塩竈市に1箇所、多

賀城市に4箇所、名取市に2箇所、岩沼市に1

箇所、七ヶ浜町に1箇所、亘理町2箇所、山元

町1箇所の計21箇所ありました。巡回訪問、

総合相談支援、地域交流サロン、心の相談

などのほか、自治体ごとに独自の取組を行

っていました。例えば多賀城市の仮設住宅

サポートセンターでは日曜大工など男性

向け教室、名取市では託児所、亘理町では

健康教室、山元町では配食サービスや入浴

サービスを実施しています。

　塩釜保健所管内と仙台市保健所管内には、

震災前、1,942の医療機関がありましたが、

震災による被災で35の医療機関が休廃止

に追い込まれました。

　東日本大震災時、仙台社会保険病院では

数多くの透析施設が停電・断水等により透

析医療が出来ない事態に陥りました。この

経験を踏まえ、県内の人工透析医療の中心

的な役割を担っている仙台社会保険病院で

は、透析医療部門を拡充・強化する方針です。

　また、沿岸部に位置する塩竈市保健セン

ターを災害時の医療救護活動の拠点として

整備し、特に妊産婦や高齢者などの救護所

として活用できるように設備を拡充してい

きます。

　さらに、基幹災害医療センターである仙

台医療センターでは、重篤救急患者を受け

入れる救命救急センター機能を拡充し（18

床から30床）、建物は大規模災害時にも対

応できる免震構造として新築装備します。

また、現在は隣接する宮城野原公園を臨時

（救急）ヘリポートとしていますが、敷地内

へ整備し直し、災害時においていつでも使

用できるようにします。

　このエリアでも、社会福祉士や精神保健

福祉士等の社会福祉に関する資格を有する

方をスクールソーシャルワーカーとして学

校に派遣し、児童生徒が悩みや震災による

ストレスを軽減できるよう取り組みました。

　特に震災後は、派遣人数の増員、活動時間

や活動回数の増加により事業の拡充を図り

ました。

　心のケアについては、「みやぎ心のケアセ

ンター基幹センター」に、精神保健福祉士や

臨床心理士、保健師などのスタッフが配置

され、主に、地域に出向いて相談等に応じる

活動が行われています。

写真：心のケア研修会（塩竈市）写真：避難所で支援活動に当たる医療関係者（名取市）写真：仮設住宅での絆支援員見守り（仙台市）

市町名
仙台市
塩竈市

9
1

多賀城市 4
名取市 2

箇所数 市町名
岩沼市
亘理町

1
2

七ヶ浜町 1
山元町 1

箇所数

●仮設住宅サポートセンターの設置状況
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復興への取組3　 経済・商工・観光・雇用

◎復興関連データ（平成26年3月31日現在）

●被災商工業者の営業状況

復旧状況

50%

100%

（※）

被災会員
営業継続会員

3,865人
3,426人

（※）商工会・商工会議所会員の営業状況であり、
県内の商工業者全体の営業状況ではない。

約89%

管理
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業
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72097209

98229822

79787978

28902890

38693869
33073307 34663466 37363736

16041604

154154105105142142

17921792
15021502

19771977

701701

16961696

458458

28132813
24442444

4343

17821782

●有効求人・求職者数の動向（ハローワーク仙台・塩釜管内）
有効求人数 有効求職者数 ※大郷町も含む

　商工会及び商工会議所の会員で、震災

により被災した事業者は約3,800事業者

でした。そのうち、約2割が津波等による

全壊でした。平成26年3月までに、仮設店

舗等による仮復旧も含めると、約3,400

事業者が営業を再開し、すでに廃業とな

った事業者を除くと、9割以上の被災商工

業者が事業を再開しました。

　津波による甚大な被害により､地域住

民の生活を支えてきた商店街が被災した

ことから､仮設商店街による地域住民の

利便性確保が図られました。

　名取市では、震災により壊滅的な被害

を受けた「ゆりあげ朝市」が平成25年12

月に現地再建、全面再開し、多くの人で賑

わいました。

　また、七ヶ浜町では、平成23年12月11

日に仮設商店街「七の市商店街」がオープ

ンし、地元住民同士の交流やボランティ

アに来た人々との交流の場ともなりまし

た。

　また、観光業の復興という観点から、仙

台空港の路線の充実を図り、延べ130社

の企業に対するエアポートセールスや、

就航地PRなど航空機を使った旅客需要

の喚起を行いました。

　また、日本三景・松島も、津波により、遊

覧船をはじめ土産店や観光施設などが被

害を受けましたが、松島湾内の島々が防

波堤となり、奇跡的に全滅は免れました。

松島は、本県の代表的な観光地であった

ため、松島観光の1日も早い復興が求め

られました。全国からのボランティアに

よる汚泥の撤去などのおかげで、震災か

ら1ヶ月後の4月10日から瑞巌寺と円通

院の拝観が再開、4月23日にはマリンピ

ア松島水族館、4月29日には遊覧船が運

行再開となり、仮復旧ながらゴールデン

ウィークまでに観光客を受入する準備が

整いました。松島では、「県立都市公園松

島」を津波防災緑地として整備すること

としました。

　このエリアの雇用状況については、他

エリアと同様、復興需要の影響もあり、仙

台公共職業安定所管内の有効求人倍率

は、平成26年3月で1.40と1倍を超える

状況にありました。一方で、職種によって

は応募がないなど、雇用のミスマッチの

状況が生じていました。また、被災求職者

の再就職に向けた支援の継続や、がれき

処理従事者などの離職者向けの巡回相談

などが行われました。

　亘理町では、ツアー客向けに「語り部」

を平成24年に開始したところ、関東・関

西方面からのツアー客が増加し、参加者

からも好評を得ました。

写真：語り部（亘理町）写真：閖上朝市（名取市） 写真：マリンピア松島水族館（松島町）
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復興への取組4 農業・林業・水産業

◎復興関連データ（平成26年3月31日現在）

●農地（除塩含む） ●農地海岸 ●主要魚市場の水揚げ

復旧状況

50%

100%

進捗率

50%

100%

進捗率

50%

100%

平成22年 平成25年 平成22年比
塩釜 100億円 93億円 93%復旧対象面積

復旧済み面積
8,350ha
6,717ha

被災箇所
復旧済み箇所

51箇所
6箇所

約80%

約12%

約93%

　このエリアでも､津波により､農地や農

業用施設（排水機場）が甚大な被害を受け

ました｡農地は､津波による浸水被害で､

8,350haの農地について復旧が必要とな

りましたが､平成2 6年3月末までに

6,717haで復旧が完了しました｡また､農

業用施設（排水機場）についても､20箇所が

津波被害により復旧が必要になりました｡

平成26年3月末までには､そのうち17箇所

で復旧が完了しました｡

　仙台湾を中心とした海岸防災林では､地

盤沈下等により海岸地形が変貌したり､倒

木・流木など大量の木質系がれきが発生し

ました｡仙台市から山元町に至る広いエリ

アで被害を受けたため､国有林と民有林を

一体的に復旧するため､林野庁の｢民有林

直轄治山事業｣として復旧に取り組み､基

盤造成盛土や植栽などを行いました｡

　水産業についても、漁港や魚市場が津波

により､甚大な被害を受けました｡

　このエリアには､第1種漁港が12港､

第2種漁港が4港､特定第3種漁港が1港の

計17港の漁港がありましたが､地震による

地盤沈下や津波により､防波堤や岸壁等が

損壊するなど､全ての漁港が被災しました｡

　被災した塩釜市魚市場では水揚げの早

期再開に向けた水揚げ施設の応急復旧が

行われ､平成23年4月4日から陸送物の上

場を再開し､4月14日からは漁船の水揚げ

が再開されました｡再開初日にはメバチマ

グロやキハダマグロ､ビンチョウマグロな

どが水揚げされ､震災後約1ヶ月ぶりの水

揚げに市場は久しぶりに活気づきました｡

その後､徐々に漁港や魚市場が復旧してい

き､平成25年1年間の水揚げ金額は93億円

と震災前の平成22年の約93%まで回復し

ました｡

　そのほか､被災地域を新たな食料地域と

して再生するため、食料生産地域再生のた

めの先端技術展開事業を始めました｡この

エリアでは､山元町､亘理町､岩沼市､名取

市農業法人のほ場において､大規模実証実

験を実施しました｡亘理町と山元町では､

大型ハウスで太陽光、雨水、地中熱利用ヒ

ートポンプ、先進栽培管理技術等を用いた

いちごやトマトの栽培の実証実験を行い

ました｡その後､東日本大震災復興交付金

を活用した被災地域農業復興総合支援事

業により､実証実験で得られた技術を移転

し､亘理町と山元町にいちご団地7箇所と

いちご選果場を整備しました｡平成25年9

月から作付を開始し､同年11月6日には､い

ちご選果場から初出荷されました｡

写真：海岸防災林植樹式（名取市）写真：魚市場（塩竈市）写真：いちご団地（亘理町）
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復興への取組5　 公共土木施設

◎復興関連データ（平成26年3月31日現在）

●道路・橋梁施設（復旧工事）

進捗率

50%

100%

●津波復興拠点整備事業

進捗率

50%

100%

●土地区画整理事業

進捗率

50%

100%

事業認可地区数
工事着工地区数

9地区
0地区

5市町

計画地区数 9地区5市町

0市町
事業認可地区数
工事着工地区数

3地区
2地区

2市町

計画地区数 4地区3市町

1町
完成箇所数 358箇所

被災箇所数 377箇所

約95%

事業認可75%
（工事着工50％）

事業認可100%
（工事着工0％）

　名取市で、平成24年１月、仙台湾南部海岸

堤防復旧工事を開始したほか、平成24年6月

には、七ヶ浜町で菖蒲田海岸の災害復旧工

事に着手しました。仙台湾南部海岸では、仙

台空港や県南浄化センターなどを守る約5

㎞の海岸堤防が、平成25年3月23日に県内

で初めて完成しました。

　このエリアでは、33地区で防災集団移転

促進事業が、9地区で土地区画整理事業が計

画されています。防災集団移転促進事業の

第一号として、平成24年8月5日に岩沼市玉

浦西地区で事業に着手し、翌年12月21日に

は、同地区第1期宅地引き渡し式が開催され、

県内で初めて、被災後に造成された大規模

団地で区画が引き渡されました。平成24年

11月20日には、県の整備事業としては初め

て、山元町新山下駅周辺地区第一期（その2）

災害公営住宅の工事に着手したほか、平成

25年4月1日には、仙台市（北六番町地区12

戸）と山元町（新山下駅周辺地区第一期18

戸）の計30戸の災害公営住宅整備が完了し、

県内で初めて入居が開始されました。

　七ヶ浜町で、平成25年4月12日に防災集

団移転促進事業の起工式を開催したほか、

平成25年10月28日には、名取市で、防災集

団移転促進事業の移転先団地である名取市

下増田地区で造成工事の起工式が開催され

ました。

　仙台塩釜港仙台港区については、津波に

よりガントリークレーン4基すべてが稼働

不能となりましたが、平成24年4月28日の3

号機の供用再開により、ガントリークレー

ン全4基の復旧が完了しました。また、震災

後、全ての外貿コンテナ定期航路、国際

フィーダーコンテナ航路が休止していまし

たが、国際フィーダーコンテナ航路につい

ては平成23年6月から、外貿コンテナ定期航

路については同年9月から寄港の再開が進

み、平成24年5月の中国／韓国航路再開で、

ほぼ全ての航路が再開しました。平成24年

10月には、仙台塩釜港、石巻港、松島港に港

湾サービスの向上や災害時における港湾機

能の相互補完の観点から、三港の統合を実

現しました。

　また、津波で大きな被害を受けた仙台空

港ターミナルビルは、発災から約半年後の

平成23年9月25日に完全復旧しました。同

年10月１日には仙台空港アクセス鉄道が全

線で運行を再開しました。

　発災から1ヶ月後の4月13日、仙台空港で

民間機の運航が一部再開しました。7月25日

には、国内定期便・国際臨時便が、平成24年5

月21日には、アシアナ航空による「仙台-ソ

ウル線」のデイリー運航が再開されました。

平成25年4月12日には、ピーチ・アビエー

ションによる「仙台-大阪（関西）線」がLCC

として東北に初就航し、同年4月20日には、

スカイマークによる「仙台-札幌（新千歳）

線」、「仙台-福岡線」が新規就航しました。平

成25年12月4日には、タイ国際空港が「仙台

-バンコク線」が就航を開始しました。ハワ

イアン航空も平成25年6月26日から「仙台-

ホノルル線」の運航を再開しました。また、

平成25年10月末から運休されていた中国

国際航空による「仙台-上海（経由）北京線」

が、平成26年3月30日から週2往復（水・日）

で運航を再開しました。さらに、スカイマー

クによる「仙台-神戸線」が平成26年4月か

ら1日2往復で新規就航しました。平成25年

度の年間の空港乗降客数は平成19年度以来

6年ぶりに300万人に回復したほか、仙台空

港アクセス鉄道の利用者数も300万人を超

え、開業以来過去最高を記録しました。

　県内の下水道施設は壊滅的な被害を受け

たものの、防水扉設置や電気設備を高層に

移すなど、震災の教訓を活かした復旧を進

めてきた結果、平成24年3月22日に、阿武隈

川下流域下水道県南浄化センターの災害復

旧工事が全て完成し、震災前の機能を回復

しました。

　県内で人気の高い都市公園の一つだった

岩沼海浜緑地は、高さ約10mの津波が襲来

し壊滅的な被害を受けました。発災後は災

害廃棄物の仮置き場として利用されていま

したが、がれきの撤去が完了したことから、

平成25年1月に「岩沼海浜緑地復旧・復興工

事」に着工しました。
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復興への取組6 教育

進捗率

50%

100%

◎復興関連データ（平成26年3月31日現在）

●県立学校施設（復旧工事） ●社会教育施設（公民館）

進捗率

50%

100%

進捗率

50%

100%

復旧率

50%

100%

被災施設数 36校
復旧済み施設数 34校

被災施設数
復旧済み施設数

17校
3校

被災施設数
※黒川郡含む、仙台市除く

再開施設数
24施設
22施設

約94% 約92%

約18%

●市町村立学校施設 平成26年10月末日現在

　このエリアでは、公立幼稚園・学校120校

のうち、112校が被害を受けました。仙台市

では、蒲町小学校が平成23年11月7日から

自校敷地内に建設した仮設校舎で授業を行

っており、平成27年4月からの自校再開を

目指して、現在準備を進めています。また、

南光台小学校も平成30年4月から自校で授

業を再開する予定で、現在は、自校敷地内に

ある仮設校舎で教育活動を行っています。

名取市では、閖上中学校が平成24年8月1

日から名取市十三塚公園敷地内の仮設校舎

で授業を開始しました。同市閖上小学校は、

平成30年4月に自校での授業が再開される

まで、不二が丘小学校を使用することとし

ました。山元町では、山下第二小学校の一部

で仮設校舎を使用した授業が行われ、平成

28年に完成予定の校舎に移転することと

しています。

　震災後、教育・保健福祉の様々な課題に対

応し、県民サービスの向上を図るため、総合

教育センター、美田園高校、子ども総合セン

ター、中央児童相談所及びリハビリテーシ

ョン支援センターを一体化させた「まなウ

ェルみやぎ」を整備しました。平成24年11

月20日に竣工し、入居施設の移転を平成

25年3月下旬までに完了しました。

　県では被災した児童生徒の心のケアのた

め、このエリアでは、計18の小・中学校にの

べ116人のスクールカウンセラーを派遣し

ました。また、全国知事会を通して他県から

人的支援を受け、七ヶ浜町や山元町など沿

岸部の小・中学校には養護教諭等が派遣さ

れ、児童生徒だけでなく、教職員の心のケア

に当たりました。

　このエリアでは39の社会教育施設（公民

館）のうち、24施設が被災しました。仙台市

にある宮城県図書館では、地震発生当初、ほ

とんどの本が落下したほか、館内のガラス

破損、天井・内壁剥離、テラスの地盤沈下等

の被害が発生しました。本を配置し直した

後の平成23年4月7日、余震で約5割の本が

再度落下する被害を受けましたが、施設被

害は軽微だったため、本を再配置した上で、

同年5月13日より業務を再開しました。

　仙台市にある宮城県美術館では、地震に

より一部美術品の落下、大型展示ガラスの

破損、防火扉破損等が起きましたが、施設被

害は軽微なものでした。そのため、佐藤忠良

記念館は平成23年5月1日より、常設展示

は同年7月5より再開しました。

　仙台城跡では各所で石垣や土塀が崩落し

たり、瓦が落下するなどの被害が発生し、さ

らにその周辺を走る市道仙台城趾線が通行

止め（歩行者のみ通行可能）となり、平成26

年3月31日現在も通行止めが続いています。

写真：平成26年8月開校予定の荒浜中学校（亘理町） 写真：地震で本が落下した宮城県図書館（仙台市） 写真：被災した仙台城跡の石垣（仙台市）
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復興への取組7　 防災・安心・安全

■津波被災前後
●仙台市（若林区荒浜） ●亘理町（鳥の海）

▲被災後

▲被災前

▲被災後

▲被災前

　多くの市町役場庁舎で、建物に亀裂が

入ったり、外壁が滑落するなどの被害が

ありました。

　亘理町及び山元町では、庁舎が使用不

能となったため、仮設庁舎へ移転し、再開

されました。

　庁舎が使用可能であった役場において

は、発災直後から庁舎内に災害対策本部

を設置し対応にあたりました。また、各種

情報を求めて来庁する被災者に向けて、

避難情報や支援情報、交通情報などの掲

示が行われました。

　仙台保健福祉事務所、仙台塩釜港湾事

務所塩釜支所では、津波による浸水、建

物・設備の損壊等大きな被害を受けまし

た。

　そのほか、比較的内陸に位置する地区

や高台にある庁舎でも、激しい揺れによ

り設備などに被害を受けました。

　沿岸地域では、多数の警察施設が流出

や損壊等の壊滅的な被害を受けました。

仙台市では、若林消防署荒浜航空分署が

津波で被災し使用不能となるなどの被害

を受け、平成24年3月に閉鎖されました。

　また、浸水被害のあった塩釜警察署に

ついては、平成24年度に復旧工事を終え

るなど、このエリアの各市町で治安維持

体制の早期確保に向け、速やかな復旧が

進められました。

　新しいまちづくりの計画と整合を図り

ながら、大津波でも被害に遭わないよう

に、避難機能を有する施設の整備が図ら

れました。岩沼市では、一次避難機能を有

する公園「岩沼市・千年希望の丘」などの

整備が進められました。

　原子力防災体制の再構築も進められま

した。

　津波により被災した原子力センター

は、平成24年1月に仙台市の産業技術総

合センター内に移設され、放射能監視体

制の整備を行いました。また、東京電力福

島第一原子力発電所の事故を受け、山元

町・亘理町では公園や学校などにおいて、

除染作業を実施しました。

　各市町において、震災の体験・教訓をと

りまとめた記録誌の発行や、写真・デジタ

ルコンテンツ・図書等を収集し、風化防止

や防災教育に活用する取組が進められま

した。

　仙台市では、発災からの1年間における

仙台市の活動等をデータとともにとりま

とめた「震災記録誌」を平成25年3月に発

行。また、東日本大震災による被害状況や

復興に取り組む街の姿を写真により記録

したフォトアーカイブ「東日本大震災-仙

台復興のキセキ」を整備しました。

　多賀城市にある宮城県多賀城高校に平

成25年度に全国2例目の防災系専門学科

として災害科学科を設置することにな

り、準備が進められています。
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被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

　津波により漁港施設が大きな被害を

受けた吉田花渕港では、がれきの撤去

が完了し、漁業施設の復旧工事が始ま

りました。

七ヶ浜町吉田花渕港

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

多賀城市桜木地区

　多賀城市で初となる平成26年10月

の完成を目指して、桜木地区災害公営

住宅（160戸）の整備が急ピッチで進め

られています。

　仙台港地区では、津波により多くの

工場や倉庫が損壊するなどの被害を

受けましたが、大部分が再開し、着実

に復興が進んでいます。

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

塩竈市・仙台市
仙台港地区

山元町坂元地区

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

　津波による被災で運休中のJR常磐

線を内陸に移設するため、新しい駅及

び駅前に新たに形成するまちの整備が

進められています。

　津波による甚大な被害を受けた仙

台空港は、多くの関係者の尽力によ

り、平成23年7月25日から国内定期便

の運航が再開されました。

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

名取市・岩沼市
仙台空港

被
災
直
後

被
災
か
ら
３
年
後

亘理町荒浜地区

　津波により地区一帯が大量のがれき

で埋め尽くされましたが、撤去が完了

し、写真奥では、海岸堤防の整備など新

しいまちづくりが進められています。
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写真：倒壊した家屋（栗原市）

写真：道路を塞ぐ倒壊した家屋（登米市）

写真：避難所の様子（柴田町）

第4節　内陸エリア/ 白石市　角田市　登米市　栗原市　大崎市　刈田郡柴田郡　伊具郡　黒川郡　加美郡　遠田郡　（※）　

ら、農林水産物等の出荷制限棟が行われ

ている地域があります。加えて、沿岸部

と同様に、産業面で被害が生じているほ

か、健康不安、農畜産物や観光産業等に

対する風評被害など、様々な分野に影響

を及ぼしています。

　県内陸部の20市町村では、津波による

被害はなかったものの、栗原市で最大震

度7を記録するなど、地震の揺れによる

被害が出ました。死者29人（関連死23人

を含む）、行方不明者7人という人的被害

を受けたほか、住宅被害についても、全

壊が1,346戸、半壊が8,499戸、一部損

壊が40,845戸となりました。また、ピー

ク時には、約370の避難所が開設され、

24千人を越える被災者が避難しました。

　このエリアでは、自らの復旧作業と並

行しながらも、より被害が深刻だった沿

岸部を支援するため、救援物資の提供や

人員の派遣、公共施設などへの避難者受

入など、様々な支援が実施されました。

　また、東京電力第一原子力発電所事故

により放射性物質が放出された影響で、

放射性物質による土壌の環境汚染が確

認されたほか、稲わらから一時基準値を

超える放射性物質が検出されたことか
0

640,000

641,000

642,000

643,000

644,000

645,000

646,000

647,000

648,000

215,000

0

220,000

225,000

230,000

H26.3H25.12H25.9H25.6H25.3H24.12H24.9H24.6H24.3H23.12H23.9H23.6H23.3

人口総数世帯数

人
世帯

平成26年3月（住民基本台帳）
人口総数
世帯数

638,272
224,747

刈田郡……蔵王町、七ヶ宿町

柴田郡……大河原町、村田町、柴田町、川崎町

伊具郡……丸森町

黒川郡……大和町、大郷町、富谷町、大衡村

加美郡……色麻町、加美町

遠田郡……涌谷町、美里町

（※）

■内陸エリアの人口・世帯数の推移

出典：「日本人住民基本台帳人口及び世帯数（平成26年3月末現在）」

被災の状況

●人的被害(平成26年3月31日現在)

県全体の約2％ 県全体の約1％29人
死者

7人
行方不明者

●住宅被害(平成26年3月31日現在)

県全体の約2％ 県全体の約5％1,346戸
全壊

8,499戸
半壊

●避難状況（県全体ピーク時）

県全体の約28％ 県全体の約8％377箇所
避難所

24,205人
避難者

●応急仮設住宅入居者(平成26年3月31日現在)

県全体の約0.2％ 県全体の約10％89人
プレハブ住宅

3,929人
民間賃貸借上住宅

●応急仮設住宅（プレハブ住宅）整備戸数(平成26年3月31日現在)

県全体の約0.4％79戸

(平成23年3月15日 午前11時) (平成23年3月14日)
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■被災の状況

登米市登米市

栗原市栗原市

大崎市大崎市
加美町加美町

色麻町色麻町
涌谷町涌谷町

美里町美里町
大衡村大衡村

大和町大和町 大郷町大郷町

富谷町富谷町

川崎町川崎町

蔵王町蔵王町

柴田町柴田町

角田市角田市

丸森町丸森町

村田町村田町

大河原町大河原町

白石市白石市七ヶ宿町七ヶ宿町

　県道名取村田線は、地震による土砂崩れの
影響で、道路が寸断され、通行止めとなりま
した。

村田町菅生地区

　震動による液状化で、マンホールが地上に
大きく突き出す被害が、各地で発生しました。

蔵王町円田地区

　地震により、阿武隈川は、広範囲にわたっ
て、堤防が崩落するなど、河川施設に大きな被
害が発生しました。

　地震により、東和総合運動公園では、野球場
やテニスコート場の法面崩壊が起きるなどの
被害が発生しました。

　震災後、上水道の供給が停止したため、給水
車による給水が行われ、多くの被災者が行列
をつくりました。

　被害が大きかった沿岸市町に対して、町一
丸となり、炊き出しや支援物資の提供などの
後方支援が行われました。

　地震により、多くの道路が大きく波打ち、地
割れ等の被害が出ました。

　最大震度７を観測した栗原市では、高清水
総合支所などの役場庁舎も損壊等の被害を受
けました。

　地震により、排水路が波打ち、道路の地割
れが起きるなどの被害が町内各地で発生し
ました。

大河原町

　地震により、市役所の議会庁舎の屋根が
崩落するなど、役場庁舎にも被害が発生し
ました。

　地震により、県道南蔵王七ヶ宿線で法面
が崩落するなど、大きな道路被害が発生し
ました。

白石市役所議会庁舎 七ヶ宿町

F G 角田市阿武隈川堤防H

I J K

B
D

F
G

H

JK

CA

E

I

栗原市高清水地区A

大崎市古川地区B

加美町E涌谷町涌谷地区D登米市東和地区C
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　東日本大震災では、内陸部の市町村に

おいても、栗原市で震度7を観測するなど、

地震の揺れにより、道路や建物などの損

壊や停電など財産やライフラインに大き

な被害が発生しましたが、徐々に沿岸地

域の津波被害の状況が明らかになるにつ

れ、沿岸地域への職員の派遣や救援物資

の提供、さらには避難者の受け入れや医

療支援などの後方支援にあたりました。

　内陸部では、大郷町で15戸、美里町で

64戸の合わせて79戸の応急仮設住宅(プ

レハブ住宅)が整備されました。

　また、登米市では、津波浸水地域には原

則建設しないという方針から、安全な場

所で比較的まとまった用地確保が困難で

あった南三陸町の応急仮設住宅（プレハ

ブ住宅）が建設されました。

　大きな揺れにより、内陸部においても

多くの鉄道施設が被害を受け、運転停止

を余儀無くされました。JR東北本線では、

およそ約1,700箇所の地上設備が被害を

受け、その後の余震でも更なる被害が発

生しましたが、平成23年4月17日には全

線において復旧しました。

　丸森町・角田市を縦断する阿武隈急行

鉄道は、全線にわたり軌道の歪みや平板

ブロックの損傷等が発生するなど甚大な

被害を受けました。特に被害の大きかっ

た区間から順次復旧工事を開始し、平成

23年4月18日には角田～槻木間が運転

を再開、平成23年5月16日には全線で運

行を再開しました。

　仙台市営地下鉄南北線、東北新幹線も

大きな被害を受けましたが、平成23年4

月29日に全線復旧しました。

　災害公営住宅については、このエリア

は、沿岸部ほど甚大な被害はなかったもの

の、家屋の倒壊等が発生したことから、災害

復興住宅の建設を計画しました。市町別に

見ると、登米市では6地区・85戸、栗原市で

は3地区・15戸、大崎市では6地区・170戸、

大郷町では1地区・3戸、涌谷町では3地区

48戸、美里町では3地区・40戸を整備する

計画ですが、平成25年度末までに全体の

約77%の259戸の工事が始まり、58戸が

完成しました。

　バイオマスなど自然環境に配慮した新

しいエネルギーの導入を推進する取組や、

太陽光発電等の再生可能エネルギーを活

用し、災害時におけるエネルギーを確保

するための取組が進められました。

　一般住宅や、災害対策の拠点となる公

共施設等に太陽光システムや蓄電池の導

入を進める取組が活発化しました。

　大衡村では、工業団地に立地する企業

や自治体等が連携し、再生可能エネル

ギーを活用しながら、工業団地全体のエ

ネルギー利用の最適化を行うとともに、

災害用電源を確保する取組が進められて

います。

写真：役場庁舎に設置された太陽光発電（大衡村）写真：災害公営住宅（大郷町） 写真：災害公営住宅（加美町）

復興への取組1　 環境・生活・衛生・廃棄物

6市町　   

3市町　   　  7地区
20地区

20地区

6市町　　

計画戸数

完成戸数
着手戸数 

336戸

336戸
58戸

処理・処分量                    
災害廃棄物推計量　         630（千t）

630（千t）

◎復興関連データ（平成26年3月31日現在）

●災害公営住宅の整備状況

震災前の鉄道延長
運行再開延長　         約371.7km

約457.1km
（※1）運行再開延長＝震災前の鉄道延長-運行見合わせ区間

（※1）

進捗率

50%

100%

着手100%
（完成約17％）

●鉄道（県全体）

進捗率

50%

100%

●災害廃棄物の処理状況

進捗率

50%

100%

100%

約81%
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　今回の震災では、沿岸部の多くの医療施

設が津波によって大きな被害を受け、医療

活動が困難になったため、内陸部へ多くの

患者が搬送されました。

　また、東京電力福島第一原子力発電所の

事故により、栗原市や白石市で、高い値が

観測されました。学校などの公共施設など

を中心に除染作業が行われました。加えて、

住民の不安を払しょくするため、パンフレ

ットなどを作成して、放射線に対する正し

い知識の普及・啓発を行いました。同時に、

宮城県仙南保健所と丸森町保健センター

で、甲状腺超音波検査を実施、丸森町の小

学6年生以下の子ども、64人が受診しまし

た。さらに、一般健診やがん検診の受診勧

奨や、生活習慣等の改善による発がんリス

クの低減、がん登録の整備促進などを行い

ました。

　エリア全体で大規模な被害はなく、この

エリアにある574の医療機関のうち、廃止・

休止に追い込まれた医療機関はありません

でした。そのため、内陸の登米市や栗原市で

は、震災直後、隣接する南三陸町などから多

くの外来患者が搬入されました。

　栗原市は、医療支援のため来日したイス

ラエル医療支援チームにより南三陸町など

の被災地における活動が円滑に行われるよ

う、先遣隊との調整や宿泊施設との調整、関

係機関との調整などの支援を行いました。

　また、津波で全壊となった公立志津川病

院では、近隣の登米市米山町の「よねやま診

療所」の空きベッドを利用して診療所を再

開させました。

　保育所については、一部で天井の落下や

地盤沈下、漏水などが発生しましたが、沿岸

部ほど大きな被害はありませんでした。白

石市東部に位置する障害者支援施設「不忘

園」では、空間放射線量が国の基準を上回っ

たため、除草による除染を実施しました。

　エリアが県の広範囲に渡っていることか

ら、遠方にお住まいの方でも悩みごとを相

談できるよう、宮城県精神保健福祉セン

ターでは、相談電話窓口を設置しました。

　また、県内の各保健所では、巡回相談や家

庭訪問による本人の状況確認、ひきこもり

に関する相談など様々な相談に対応したほ

か、「みやぎ心のケアセンター基幹セン

ター」が内陸エリアに居住する被災者への

家庭訪問などを実施しました。

　さらに、スクールソーシャルワーカーを

学校に派遣し、問題を抱えた児童生徒への

働きかけ、関係機関とのネットワークの構

築・連携・調整、保護者や教職員に対する支

援・相談・情報提供、教職員への研修活動な

どを行いました。

写真：よねやま診療所（登米市）写真：栗原市が設置を支援したイスラエル医療センター（南三陸町）写真：再会さろんの様子（登米市）

復興への取組2　 保健・医療・福祉

被災施設数 55施設
再開施設数 55施設

被災施設数
復旧済み施設数

28施設
28施設

被災施設数
再開施設数

23施設
23施設

◎復興関連データ（平成26年3月31日現在）

●保育所（へき地保育所含む） ●障害者福祉施設 ●高齢者福祉施設（入所施設）

復旧率

50%

100%

100%

復旧率

50%

100%

100%

復旧率

50%

100%

100%
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写真：白石城復旧工事の見学会（白石市） 写真：大和リサーチパーク（大和町）写真：仙台第二北部中核工業団地（大衡村）

復興への取組3　 経済・商工・観光・雇用

（※1）

被災会員 3,545人
営業継続会員 3,457人

（※）商工会・商工会議所会員の営業状況であり、
　　県内の商工業者全体の営業状況ではない。

◎復興関連データ（平成26年3月31日現在）

●被災商工業者の営業状況

復旧状況

50%

100%

約98%

　商工会及び商工会議所の会員で、震災

により被災した事業者は約3,600事業者

でした。そのうち、平成26年3月までに営

業を再開した事業者は、仮設店舗等によ

る仮復旧も含めると、9割以上に上り、津

波による甚大な被害を受けた沿岸部の事

業者と比べると、比較的早く営業再開を

果たした事業者が多くありました。

　また、被災した沿岸部の水産加工業者

の中には、今後再び発生する可能性のあ

る津波のリスクの分散を図るため、内陸

部へ工場や施設等を移転する事例も見ら

れました。

　さらには、沿岸部への支援の一環とし

て、登米市と南三陸町の物産販売と交流

拠点である「登米・南三陸フェスティバ

ル」物産館が平成24年7月にオープンし

ました。この物産館には、震災復興支援セ

ンター、災害救援物資備蓄倉庫も併設さ

れました。

　このエリアの観光施設の中にも、地震

により、甚大な被害を受けたところもあ

りました。白石市の白石城は、外壁に大き

な被害を受けたほか、大崎市では、国の史

跡に指定されている旧有備館が全壊する

など、復旧までに相当の時間を要すると

ころもありました。また、大崎市や栗原市、

加美町などでは、観光施設や旅館ホテル

などが被災者の二次避難所として提供さ

れました。さらに、原発事故により丸森町

の齋理屋敷などでは、来客数が大幅に減

少するなど、深刻な影響が及びました。

　震災による風評等の影響を払拭するた

め、旅行雑誌や新聞等への広告を通じ、正

確な観光情報の提供を行いました。また、

仙南地域を中心に、観光資源の磨き上げ

を行う「宝探し事業」を実施するとともに、

「内陸部と沿岸部を繋ぐ」旅行商品の造成

支援を行いました。

　本県の産業集積の中核をなす自動車関

連産業や高度電子機械産業のほか、雇用

の場の確保に向けて、震災による被害の

比較的少なかった内陸の工業用地を中心

に、クリーンエネルギー、医療など、次代

を担う新しい産業の集積に取り組みまし

た。

　自動車関連産業では、立地企業が東北

地区での生産体制を強化するなど大きな

動きがあり、部品工場の進出が相次ぐ等、

一層の産業集積が進みました。あわせて、

ものづくり産業の復興を担う人材の育成

や、新たな産業で活躍できる人材を育成

し、多様な雇用機会の創出に努めました。

　そのほか、クリーンエネルギー産業の

集積に向けた企業誘致活動により、大衡

村に太陽光電池製造工場の立地が決まり

ました。

管理
的職
業

0

500

1000

1500

2000

2500
（人）

専門
的・
技術
的職
業

事務
的職
業

販売
の職
業

サー
ビス
の職
業

保安
の職
業

生産
工程
の職
業

輸送
・機
械運
転の
職業

運搬
・清
掃等
の職
業

建設
・採
掘

その
他の
職業

13291329

21922192

18611861

12701270

866866 904904 871871 901901

364364

9999
22222626

12781278

15861586

674674

430430

714714

299299

670670

15821582

117117

362362

有効求人数 有効求職者数 ※大郷町は除く

●有効求人・求職者数の動向（ハローワーク大和・古川・大河原・白石・築館・迫管内）
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　このエリアにおいては､津波による被害

はなかったものの､地震による強い揺れに

より､農地や用排水路等の法面崩壊が起き

たほか､農道が崩落するなどの被害が受け

ました。また､林道においても、地震により

盛土区間が大きく揺られ､地盤の弱い箇所

が崩落するなどの被害を受け､林業のため

だけの道路ではなく､連絡道や高台への避

難道としての役割も持っていたため､早期

復旧を図りました。

　震災に起因する､東京電力福島第一原子

力発電所事故もこのエリアの農業・林業に

大きな影響を及ぼしました。このエリアの

稲わらや牧草から放射性物質が検出される

とともに､それらの飼料を与えられた肉用

牛の肉から､食品衛生法の暫定規制値を超

える放射性セシウムが検出される事例が発

生しました。このため､平成23年7月に､出

荷制限の指示が出されましたが､県では､食

肉の安全性確保のため､検査態勢の整備や

計画出荷体制を確立し､全頭検査を行うな

どした結果､同年8月には出荷制限指示が一

部解除され､宮城県産牛の出荷が再開され

ました。

　県では､汚染された稲わら及び牧草の対

応を円滑に進めるための取組を行いました。

農家等で約4,800t保管されていた稲わら

については､誤って飼料や敷料として再利

用されることを防ぐため､ラッピング処理

やフレコンバックに詰め､区分管理を進め

るとともに､市町村や関係機関と連携しな

がら､緊急避難的にパイプハウス等の一時

保管施設を設置し､保管を進めました｡平成

24年及び平成25年に収集された稲わらに

ついては､調査の結果､県全域において放射

性物質が暫定許容値を下回っていることが

確認され､給与及び敷料､土地改良資材とし

ての利用が可能となりました。

　原木しいたけやたけのこなどの特用林産

物においても同様に､東京電力福島第一原

子力発電所事故による影響を受け､一部の

特用林産物から国の暫定規制値を超える放

射性物質が検出され､一部の地域では､出荷

制限指示を受けました。県では､検査体制の

強化やほだ場・ほだ木の除染などを支援し､

出荷制限指示の解除に向けて取り組みまし

た。

　農畜産物や林産物は､東京電力福島第一

原子力発電所事故の風評被害が懸念された

ため､県では､風評の払拭に向け､放射能測

定結果の速やかな公表や県産品のＰＲ活動

に取り組みました。

写真：汚染稲わら一時保管庫（登米市）

写真：農産物の放射性物質検査（白石市）

写真：用排水路の沈下（栗原市）写真：崩落した農道（蔵王町）

復興への取組4 農業・林業・水産業

◎復興関連データ（平成26年3月31日現在）

●平成25年度の農林水産物の放射性物質検査と出荷制限等の状況

検査品目

118（169）

37（76）

農産物

林産物

畜産物（牛乳）

農
林
水
産
物

﹇
3
月
末
日
現
在
﹈

穀
類

﹇
収
穫
時
検
査
﹈

2,006（3,435）

339（709）

- （1）

29（46）

【制限】スズキ、ヤマメ（天然）、ウグイ、イワナ（天然）、クロダイ、アユ（天然）
【自粛】ウナギ（天然）、イワナ（天然）

【制限】栗原市〔旧沢辺村の区域に限る〕
但し、管理計画に基づき管理される米については除く

【制限】栗原市〔旧金田村の区域に限る〕
但し、管理計画に基づき管理される大豆については除く
【制限】栗原市〔旧金成村の区域に限る〕
但し、管理計画に基づき管理されるそばについては除く

【制限】県内全域　但し、出荷・検査方針に基づき管理される牛については除く
※H24年度は東京都芝浦と蓄場において基準値超過（150Bq/kg）の県産牛肉確認され、処分。

検査点数 基準超過点数 出荷制限・出荷自粛の状況［3月末日現在］

（　　）：H24年度値［H24.4～H25.3］

小　　計

肉牛［3月末日現在］

合　　計

【制限】原木しいたけ（露地栽培）〔10市10町1村〕、野生きのこ〔2市〕、くさそてつ〔3市1町〕、たけのこ〔2市1町〕、
こしあぶら〔4市3町〕、ぜんまい〔2市1町〕

【自粛】原木むきたけ〔1市〕、原木なめこ〔1市〕、たらのめ（野生）〔2市〕、わらび（野生）〔1市〕、原木しいたけ（施設栽培）〔1村〕

水産物

小　　計

平成25年産米

麦

大豆

そば

- （ - ）

14（66）

43（113）

- （13）

- （ - ）

- （5）

- （10）

0（28）

0（1）

43（142）

250（237）

2,056（2,406）

4,651（6,787）

34,893（23,590）

65（167）

1,844（1,439）

128（245）

36,930（25,441）

29,683（32,734）

71,264（64,962）

1（1）

148（167）

304（413）

1（1）

2（2）

1（1）

1（1）

5（5）

1（1）

310（419）
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　宮城県が丸森町で整備を進めてきた国

道113号舘矢間バイパスが平成24年5月

に完成し、阿武隈川にかかる「丸森大橋」

を含む全線2.8㎞が開通しました。これ

により、丸森町中心市街地の交通混雑が

解消されたほか、隣接県とのアクセスが

円滑になり、物流や観光、災害時の対応な

どで大きな役割を果たすことが期待され

ました。

　また、震災により通行止めとなってい

た川崎町の県道255号青根蔵王線(青根

温泉～峩ヶ温泉)道路の災害復旧工事が、

平成25年10月21日に完了しました。

　一方、平成20年6月14日に発生した岩

手宮城内陸地震で大規模な土石流の被害

に見舞われた耕英東地区駒の湯温泉周辺

の復旧事業(砂防えん堤4期、床固工3基、

帯工10基からなる砂防施設群の整備)が

5年の歳月を経て平成25年11月に完了

しました。

　大和町では、震災からの復旧・復興と同

時に、産業経済の発展や地域住民の基盤

となる道路網の整備を積極的に推進して

おり、仙台都市圏北部の交通の拠点とな

るバスターミナルが完成しました。

　県では、平成24年までに緊急輸送道路

上の橋梁(79橋)について、耐震化を実施

していました。東日本大震災で、橋梁耐震

化の有効性が確認されたことから、主要

な幹線道路上の橋梁(75橋)について、新

たな耐震化計画を作成し、平成27年度を

目標に橋梁耐震化事業を推進しています。

これまで、加美町の鳴瀬橋(国道457号)

や登米市の登米大橋(国道342号)の耐震

化を行ってきました。

　また、橋梁の長寿命化を目指して「事後

保全型」の管理から、施設の点検を計画的

に行う「予防保全型」の管理へ転換したと

ころですが、県管理の15m以上の橋梁の

多くで震災による損傷が見られたことか

ら、全橋梁を点検し、平成25年から平成

34年にかけての新たな橋梁長寿命化計

画を策定しました。その一環で、加美町の

鳥屋崎小野田線小泉橋の桁塗装を行って

桁の腐食を防止したり、国道342号が通

る登米市の登米大橋の支承防錆を行いま

した。

写真：橋梁の復旧工事（栗原市）

写真：復旧した道路（角田市）

写真：道路法面の復旧工事（白石市）写真：完成した丸森大橋（丸森町）写真：復旧した登米大橋（登米市）

復興への取組5　 公共土木施設

◎復興関連データ（平成26年3月31日現在）

被災箇所数

完成箇所数 

121箇所

121箇所

被災箇所数

完成箇所数 

274箇所

209箇所

●下水道（復旧工事／県全体）

進捗率

50%

100%

100%

●河川施設（復旧工事／県全体）

進捗率

50%

100%

●道路・橋梁施設（復旧工事）

進捗率

50%

100%

被災箇所数

完成箇所数 

496箇所

496箇所

100%

約76%
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進捗率

50%

100%

　このエリアには､公立幼稚園・学校が120

校あり､そのうち70校が震災で被害を受け

ました｡

　栗原市や大崎市では､体育館の天井材や

照明器具が落下する被害がありました｡

　平成25年度には､特別支援学校における

児童生徒の作業学習を充実させるため､被災

した小牛田高等学園の温室を改修しました｡

　また､県では､被災した児童生徒の心のケ

アに沿岸部と同様に取り組みました｡

　このエリア内で要請のあった小・中学校

16校に､延べ49人のスクールカウンセラー

を派遣し､震災による児童生徒への心理的

影響の軽減を図りました｡

　社会教育施設についても､地震による損

壊等の被害を受けました｡

　このエリアでは､公民館122施設のうち､

98施設が被災し､3施設が避難所として利

用されました｡蔵王町の蔵王自然の家では､

内壁の亀裂や天井の一部落下が見られまし

たが､施設被害は軽微だったことから､平成

23年5月6日より避難所として活用されまし

た｡

　柴田町の仙南総合プールでは､プール可

動床が破損し､登米市の長沼ボート場では

護岸陥没や液状化が発生しました｡

　このエリアには､多くの歴史的文化財があ

りましたが､それらも地震による損壊等の被

害を受けました｡

　史跡及び名勝である大崎市の旧有備館

及び庭園では､主屋が倒壊する被害を受け

たほか､重要文化財である我妻家住宅にお

いて､土壁の崩落といった被害を受けました

｡また､登米市にある大徳寺の不動明王坐像

では､腕の破損等の被害があり､史跡である

栗原市の旧有壁宿本陣では､土蔵の漆喰壁

が剥落したほか､南長屋門の土台が沈下し

て南側に傾斜したり､庭園の灯籠が倒れて

破損しました｡

　そのほか､登米市の教育資料館や警察資

料館では､窓ガラスや壁の落下などの被害

により､一般公開することが危険な状態で

あったことから､応急復旧が完了する平成

23年6月30日までの間､休館しました｡

写真：壁が崩壊した教育資料館（登米市）

写真：成田中学校（富谷町）

写真：旧有壁宿本陣（栗原市）写真：高清水中学校（栗原市）写真：解体が決定した古川第一小学校の木造校舎（大崎市）

復興への取組6 教育

被災施設数
復旧済み施設数

7校
7校

平成26年10月末日現在

◎復興関連データ（平成26年3月31日現在）

被災施設数 39校
復旧済み施設数 39校

被災施設数 98施設
再開施設数 98施設

●県立学校施設（復旧工事） ●社会教育施設（公民館） ●市町村立学校

進捗率

50%

100%

100%

復旧率

50%

100%

100% 100%

※黒川郡を除く
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　最大震度7を記録した栗原市では、発災

後災害対策本部を設置し、市内の被害状

況やライフラインの被害状況、応急復旧

の見込み、停電・断水の復旧見込みなど情

報収集にあたりました。平成20年に発生

した岩手・宮城内陸地震の経験なども踏

まえ、迅速な対応が取られました。

　内陸の自治体では、庁舎などの建物に

大きな被害はありませんでした。また、停

電が発生しましたが、自家発電装置が稼

働し、非常電源が確保されました。震災の

翌日から、津波による被害を受けた沿岸

地区への職員派遣を行いました。

　沿岸部では、津波により、行政機関をは

じめ、消防、警察など一時的に機能が低下

したため、内陸部の各機関は沿岸部の災

害対応など様々な後方支援にあたりまし

た。

　内陸部の消防本部は、ブロック毎に応

援活動を開始しました。大崎地域広域行

政事務組合消防本部では2市2町に、67隊

228人の職員を延べ51日間に渡って派遣

しました。

　また、内陸部の各避難所では、沿岸部か

らの避難者の受入及び避難者に対する支

援にあたりました。

　大崎市で、気仙沼市・南三陸町・石巻市・

東松島市等の沿岸部自治体の被災者を対

象に、鳴子温泉地域の宿泊施設を避難所

として、二次避難者の受入を行いました。

その他の内陸自治体においても、宿泊施

設や公民館等を活用し、沿岸部からの避

難者を受け入れました。

　東京電力福島第一原子力発電所の事故

を受け、仙南地域の市町や栗原市などで

は、学校や公園、保育園などを中心に、平

成24年度から除染作業を開始しました。

　さらに県では、登米市に空間放射線量

を測定するモニタリングステーションを

設置するなどして、東北電力女川原子力

発電所に対する原子力防災体制の強化も

図りました。

　激しい揺れにより被災した内陸部にお

いても、震災当時の記憶を留め、災害への

備えや教訓とするため、被害の状況や被

災者支援の取組をまとめた記録資料が作

成されました。

　最大震度7を記録した栗原市では、平成

24年4月に、被害状況や沿岸部への支援

状況、放射性物質に対する対応などの状

況をまとめた記録誌を発行しました。

　そのほか、大崎市や登米市などにおい

ても、震災の記録誌を発行しました。

写真：壁や柱が崩落し使用不能となった志波姫総合支所
（栗原市）

写真：沿岸部からの避難者を受け入れた鳴子温泉地域の
宿泊施設（大崎市）

写真：県が設置した空間放射線量モニタリングステーション
（登米市）

写真：捜索活動を行う広域消防応援隊（大崎ブロック） 写真：南三陸町で活動する登米市消防署消防隊 写真：公園の除染作業（角田市）

写真：吹き抜けの天井が落下した三本木総合支所（大崎市） 写真：南三陸町からの二次避難所の受け入れ（栗原市） 写真：保育園の屋根の除染作業（白石市）

復興への取組7　 防災・安心・安全東
日
本
大
震
災
復
旧
期
の
取
組
記
録
誌 
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市町における震災復興計画

■計画策定状況
沿岸15市町
内陸  6市町

　県内の35市町村のうち、21市町に

おいて震災復興計画を策定された。

　沿岸部の市町では、災害に強いまち

づくりを目指して、住宅地の高台移転

や多重防御等による大津波対策など

を計画している。

市町名

沿
岸
15
市
町

内
陸
6
市
町

H23/11 多重防御、集団移転
H23/12 多重防御、集団移転

H23/ 8
（H25/9 改定） 多重防御、集団移転、避難場所の確保など

H23/ 9
（H24/10 修正）

H23/11
（H26/3 前期計画更新） 多重防御、集団移転

H23/12 防潮堤の整備、幹線道路に堤防機能を付与、避難路の整備など

H23/10 集団移転、多重防御、避難場所の確保など

H23/12 多重防御、集団移転

H23/12 防潮堤の嵩上げ、避難路の強化など
H23/12 多重防御、集団移転

H23/12 避難場所の確保など
H23/ 9 集団移転、避難場所・避難ビルなどの整備

H23/ 8
H23/12
H23/12
H23/10
H24/ 3

H23/10 集団移転、避難ビルを併設した高層階への居住

H23/12 多重防御

H23/12 多重防御、集団移転、避難場所の確保など

H23/12 集団移転、避難路や避難施設の整備

策定時期 計画期間 「減災」に関わる事業
仙 台 市
石 巻 市
塩 竈 市

気 仙 沼 市

名 取 市
多 賀 城 市
岩 沼 市
東 松 島 市
亘 理 町
山 元 町
松 島 町
七 ヶ 浜 町
利 府 町
女 川 町
南 三 陸 町
白 石 市
角 田 市
登 米 市
栗 原 市
大 崎 市
涌 谷 町

南三陸町

女川町

美
里
町

涌谷町

加美町

色麻町

富
谷
町

大
郷
町大和町

利府町

七ヶ浜町

松
島
町

山元町

亘理町

丸森町

川崎町

柴
田
町

村
田
町

大河原町

七ヶ宿町

蔵王町

大衡村

東松島市

大崎市

栗原市

登米市

岩沼市

多賀城市

角田市

名取市

白石市

気仙沼市

塩竈市

石巻市

仙台市

H23～27 （5年間）
H23～32（10年間）

H23～32（10年間）

H23～32（10年間）

H23～29 （7年間）
H23～32（10年間）

H23～29  （7年間）

H23～32（10年間）
H23～32（10年間）
H23～30 （8年間）
H23～27 （5年間）

H23～32（10年間）

H23～28 （6年間）
H23～30 （8年間）
H23～32（10年間）

H23～29 （7年間）

H23～27 （5年間）
H23～27 （5年間）
H23～33（11年間）
H23～29 （7年間）
H23～32 （5年間）

第1節
気
仙
沼
・
本
吉
エ
リ
ア

第2節
石
巻
エ
リ
ア

第3節
仙
台
沿
岸
エ
リ
ア

第4節
内
陸
エ
リ
ア
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